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市町村森林整備支援事業補助金交付要綱 

 

令和５年４月 28日付け５森政第 69号 林務部長通知 

令和６年４月 25日付け６森政第 44号 林務部長通知 

令和７年３月 31日付け６森政第 593号 林務部長通知 

令和８年４月 17日付け８森政第 41号 林務部長通知 

 

（趣旨） 

第１ この要綱は、市町村が、住民生活に直結する各地域の課題に対応するため行う森林整

備等に要する経費に対して、予算の範囲内で市町村森林整備支援事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付することについて、補助金等交付規則（昭和 34年長野県規則第

９号。以下「規則」という。）に定めのあるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（補助事業者） 

第２ 補助金の交付の対象となる者は、市町村とする。 

 ２ 別表に掲げる事業２（１）のうち、市町村が他の者に対して補助を行うものについて、

当該補助を受ける者は次の各号のいずれにも該当しない者とする。 

(1） 県税の滞納がある者 

(2） 長野県暴力団排除条例（平成 23 年長野県条例第 21 号）に規定する暴力団員

又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 

(3） その他知事が適当でないと認める者 

 

（事業の種類、対象経費及び補助率） 

第３ 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる事業

とし、経費及び補助率は、別表のとおりとする。 

(1) ライフライン等の保全対策に関する事業（ライフライン等の保全対策） 

(2) 観光地等の景観整備に関する事業（観光地等の景観整備） 

(3) 緩衝帯の整備に関する事業（緩衝帯の整備） 

(4) 森林の病害虫被害対策に関する事業（森林の病害虫被害対策） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、補助対象事業としない。 

(1) 県が交付する補助金等の交付を受けた事業 

(2) 国の支出する支出金及び補助金等の交付を受けた事業 

(3) 国又は県が出資する財団法人等から助成金の交付を受けた事業 

 

（事業計画の提出） 

第４ 補助金の交付を受けようとする市町村長は、規則第３条の規定による申請書の提出

の先立ち、別に定める日までに、市町村森林整備支援事業計画書を地域振興局長（以下

「局長」という。）に提出しなければならない。 

 ２ 局長は、前項の書類の提出があった場合において、補助金を交付することが適当と認

めるときは、補助金の交付の内示を行うものとする。 
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（補助金交付申請書等） 

第５ 規則第３条に規定する申請書は、市町村森林整備支援事業補助金交付申請書による

ものとする。 

２ 規則第３条に規定する関係書類は、次のとおりとする。 

(1) 市町村森林整備支援事業計画書 

(2) 市町村の補助金等交付に関する規程（補助対象経費に、別表の４森林の病害虫被害

対策の（１）のカに掲げる経費を含む場合に限る。） 

３ 前２項に規定する書類の提出期限は、局長が別に定める。 

４ 補助事業者は、第１項の申請書を提出するに当たって、補助金に係る消費税仕入控除

税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法

（昭和 63年法律第 108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の

金額と当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226号）に規定する地方消費税率を乗じ

て得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、

その金額が明らかな場合には、これを減額して申請するものとする。ただし、申請時に

おいて補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合にあっては、この限りで

ない。この場合において、補助事業者は、第 11第１項又は第２項の規定による報告を

するものとする。 

 

（補助金交付の条件） 

第６ 次に掲げる事項は、補助金の交付の条件とする。 

(1) 事業の内容について、次に掲げる変更をしようとするときは、速やかに局長に申請

して、その承認を受けること。 

ア 第４の規定により提出した市町村森林整備支援事業計画書に記載する補助金額の

合計額の増額を伴う変更 

イ 事業実施箇所における補助金額の 30％以上の増減（入札、見積又は請求による契

約額の確定に基づく減額の変更を除く。）を伴う変更 

ウ 事業実施箇所の新設又は廃止（災害や人身被害に直結する危険性が高く緊急の対

応を要する場合に限り、変更着手後の承認申請を可能とする。） 

エ 間接補助事業者の変更（別表の４森林の病害虫被害対策の（１）のカに係る場合に

限る。） 

オ 別表に掲げる事業の種類のうち、１と２の間で補助金額の流用を行う場合であっ

て、流用元・流用先のいずれか又は両方の種類で 30%以上の増減を伴う変更 

(2) 前号に該当しない補助金額の増減を伴う変更にあっては、速やかに局長に届け出る

こと。 

(3) 事業を中止し、若しくは廃止しようとするとき、又は事業が予定の期間内に完了し

ないとき（遂行が困難になったときを含む。）は、速やかに局長に申請してその承認

を受けること。 

(4) 事業に係る帳簿又は証拠書類は、事業終了年度の翌年度から起算して５年間整理保

存すること。 

(5) 補助事業の完了年度から起算して５年以内に当該補助事業（別表に掲げる事業のう

ち、４（２）に示す事業を除く。）の施行地を森林以外の用途へ転用（補助事業の施

行地を売り渡しもしくは譲渡又は賃借権、地上検討の設定をさせた後、当該事業の
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施行地が森林以外の用途へ転用される場合を含む。）する行為又は補助事業の施行地

状の立木地区を全面伐採除去する行為、その他補助目的を達成することが困難とな

る行為（以下、「転用等」という。）をしようとする場合は、予め知事の承認を受け

るとともに、当該行為をしようとする森林等につき、交付を受けた補助金相当額を

返還すること。 

(6) 事業完了後においても、善良なる管理者の注意をもって管理すること。 

(7) 局長が補助事業の遂行に関し必要な指示をしたときは、これに従うこと。 

２ 前項に掲げるもののほか、補助金交付の目的を達成するため必要があると認めると

きは、条件を付することがある。 

 

（変更承認申請書等） 

第７ 第６第１項第１号から第３号までの規定による申請及び届出は、次の各号に掲げる

区分に従い、当該各号に定める書類を提出して行うものとする。 

(1) 事業の内容を変更しようとするとき 市町村森林整備支援事業変更計画書兼補助金

変更交付申請書並びに市町村森林整備支援事業計画変更承認申請書又は市町村森林

整備支援事業変更届 

(2) 事業を中止又は廃止しようとするとき 市町村森林整備支援事業中止（廃止）承認

申請書 

(3) 事業が予定の期間内に完了しないとき 市町村森林整備支援事業期間延長承認申請

書 

 

（交付申請の取下） 

第８ 規則第７条第１項に規定する交付申請の取下げは、当該補助金の交付決定の日から

15日以内に局長に対して行うものとする。 

 

（実績報告書等） 

第９ 規則第 12条に規定する実績報告書は、市町村森林整備支援事業実績報告書によるも

のとする。 

２ 前項に規定する書類の提出期限は、事業の完了の日から起算して 30日を経過した日

又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の３月 31日のいずれか早い日とする。 

 

（補助金交付の請求） 

第 10 補助金の交付決定を受けた市町村が補助金の交付（概算払いを含む。）を受けようと

するときは、市町村森林整備支援事業補助金交付（概算払）請求書を提出するものとす

る。 

 

（消費税仕入控除税額の報告等） 

第 11 第５第４項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、実績報告書を提出する

に当たって、補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかである場合には、これを補助金

額から減額して報告するものとする。 

２  第５第４項ただし書により交付の申請をした補助事業者は、第１項の実績報告書を

提出した後において、補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額
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（前項の規定により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金

額）を消費税仕入控除税額報告書により速やかに局長に報告するとともに、局長による

返還命令を受けてこれを返還するものとする。 

また、補助金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であ

っても、その状況等について、規則第 13条第１項の補助事業の額の確定のあった日の

翌年６月 15日までに、同様式により局長に報告するものとする。 

３  補助事業者は、間接補助事業者から補助金に係る消費税仕入控除税額の返還があっ

た場合には、速やかに局長に報告するとともに、局長による返還命令を受けてその返還

額の全部又は一部を返還するものとする。 

 

（申請書の様式等） 

第 12 この要綱に規定する申請書等の様式その他事業の実施について必要な事項は、別に

定める。 

  

附 則  

この要綱は、令和５年度の補助金から適用する。 

この要綱は、令和６年度の補助金から適用する。 

この要綱は、令和７年度の補助金から適用する。 

 この要綱は、令和８年度の補助金から適用する。 
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（別表）（第３関係） 

事業の種類 経 費 補助率 

１-１ 

 ライフライン等

の保全対策 

送電線、鉄道、道路、水道施設等のライフライン、社

会福祉施設、学校、医療施設等の公共施設又は集落に倒

木等により被害を及ぼす恐れのある立木竹又は枯損木

等（松くい虫の被害拡大・蔓延防止のために伐倒駆除を

実施すべきものを除く。）の伐採等に要する経費 

9/10以内 

１-２ 

 観光地等の景観

整備 

（１） 地域の景観に合致した森林整備（除伐、間伐、

更新伐、修景林間整備（危険木除去、倒木・折損

木除去を含む。）、竹林整備、伐採木処理（伐採、

玉切り、集積及び搬出）、低木等の植栽及び看板

等設置）に要する経費 

（２） 眺望を確保するための立木の伐採（支障木伐採、

伐採木処理及び看板等設置）に要する経費 

（３） 巨樹・古木等の保存活動（専門家による診断、

樹勢回復及び柵・看板等設置）に要する経費 

9/10以内 

１-３ 

 緩衝帯の整備 

森林内の見通しを確保し、野生鳥獣による農林業被

害、人身被害等を防止するために実施する不用木等の除

去に要する経費 

9/10以内 
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事業の種類 経 費 補助率 

２  森林の

病害虫被

害対策 

（１） 森林病害虫枯損木の利活用に要する次の経費。ただ

し、アからオまでにあっては、経費からチップ及び伐

倒木の売却収入（以下「チップ等売却収入」という。）

を控除するものとする。 

ア 森林病害虫被害対象森林の調査 

イ 森林病害虫被害枯損木の伐倒・搬出集積 

ウ 森林作業道整備 

エ 伐倒木のチップへの加工 

オ 発電所等へのチップ等の運搬（発電所等へ伐倒木を持

ち込んだ後、チップへの加工を行う場合においては、発

電所等への伐倒木の運搬） 

カ 上記アからオまでの事業について、市町村が補助に要

した経費 

9/10以内 

ただし、カ

については

市町村が補

助する補助

対象経費の

9/10以内と

し、補助金

額は市町村

が補助する

額を上回ら

ないものと

する。 

（２）森林外で発生した松くい虫被害木の処理等に要する次

の経費。ただし、経費からチップ等売却収入を控除する

ものとする。 

ア 病害虫被害木の伐倒駆除及び薬剤処理 

イ 被害木等のチップ等への加工 

ウ 発電所等へのチップ等の運搬（発電所等へ伐倒木を持

ち込んだ後、チップへの加工を行う場合においては、発

電所等への伐倒木の運搬） 

1/2以内 

（３） 松くい虫被害の未被害市町村における被害木の処理

等に要する次の経費。ただし、経費からチップ等売却

収入を控除するものとする。 

ア 未被害松林の監視及び巡視 

イ 被害木等が発見された周辺松林の調査 

ウ 被害木等の伐倒駆除 

エ 被害木等のチップ等への加工 

オ 発電所等へのチップ等の運搬（発電所等へ伐倒木を持

ち込んだ後、チップへの加工を行う場合においては、発

電所等への伐倒木の運搬） 

1/2以内 

 


